
（１）職員の任用状況（採用試験による令和２年度中の採用者数）

（２）職員の退職者数（令和２年度中）

（３）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人
人 人

（４）年齢別職員構成の状況（令和3年4月1日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

（５）定員適正化計画の数値目標及び進捗状況（令和3年4月1日現在）

定員適正化数値目標 定員適正化計画の年次別目標

・令和3年4月1日職員数：810人

・令和4年4月1日職員数：810人 人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

区分 定年退職 早期退職 普通退職
退職者数 9人 3人 8人

１．職員の任免及び職員数に関する状況

区分 一般事務等 保育士 保健師
採用者数 21人 3人 1人

区分 部門 令和３年度 令和２年度 対前年度増減数

一般行政

議会、総務企画、税務、労働
農林、商工、土木

359 368 ▲ 9

一般行政以外 教育 132 128 4 人

人

民生、衛生 252 238 14 人

人

国民健康保険事業、介護保険事業等 37 37 0 人

普通会計　合計 743 734 9 人

公営企業等
水道、下水道 36 38 ▲ 2

[828] [828]
注）１　職員数は、一般職に属する職員数であり、市長、副市長、教育長、那須地区広域行政事務組合

　　　への派遣職員は含みません。

公営企業等会計　合計 73 75 ▲ 2 人

合計
816 809 7 人

　　２　[　]内は、条例定数の合計です。

区分
21歳
未満

21歳～
25歳

26歳～
30歳

31歳～
35歳

36歳～
40歳

41歳～
45歳

46歳～
50歳

51歳～
55歳

816

期日 目標 実績

56歳～
60歳

61歳
以上

計

職員数 2 58 101 115 132 114

平成28年4月1日 809 809

平成29年4月1日 810 808

144 91 50 9

令和2年4月1日 810 809

令和3年4月1日 810 816

平成30年4月1日 810 807

平成31年4月1日 810 805
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21歳未満 21歳～25歳 26歳～30歳 31歳～35歳 36歳～40歳 41歳～45歳 46歳～50歳 51歳～55歳 56歳～60歳 61歳以上

年齢別職員構成の状況
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（１）人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（令和３年度一般会計当初予算）

（３）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

令和元年度

117,458 人

人件費率（Ｂ÷Ａ）

２．職員の給与等の状況

総括

区分

歳出額（Ａ）

実質収支

人件費（Ｂ）

住民基本台帳人口
（令和2年1月1日現在）

50,099,287 千円

2,321,385 千円

6,527,376 千円

13.03 ％

12.77 ％

区分 正職員

（参考）平成30年度の人件費率

職員数（Ａ） 817 人

注）普通会計とは、「地方財政状況調査」の区分による普通会計に属する予算です。

給料（１） 2,978,333 千円

職員手当（２） 695,764 千円

注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　２　給与費は当初予算に計上された額です。

注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

　　　国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）

　　　適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のライスパイレス指数を単純平均

　　　したものです。

5,933 千円

期末勤勉手当（３） 1,173,236 千円

給与費（Ｂ＝１＋２＋３） 4,847,333 千円

１人当たりの給与額（Ｂ÷Ａ）

H29.4.1
99.6 

H29.4.1
98.2 

H29.4.1
99.1 

H30.4.1
99.6 

H30.4.1
98.3 

H30.4.1
99.1 

H31.4.1
99.6 

H31.4.1
98.2 

H31.4.1
98.9 

R2.4.1
99.7 

R2.4.1
98.3 

R2.4.1
98.9 

95.0

97.5

100.0

102.5

105.0

那須塩原市 類似団体平均 全国市平均
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（１）平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年4月1日現在）

（２）初任給の状況（令和3年4月1日現在）

（３）学歴別・経験年数別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

（令和3年4月1日現在）

職員の平均給与月額、初任給等の状況

一般行政職区分

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

技能労務職
高校卒

中学卒

304,600

円

52.3 歳

339,100 円

362,200 円

技能労務職

41.2

314,000

403,900

歳

区分

経験年数20年

大学卒

注）１　給料月額とは、各職種の職員の基本給です。

　　２　給与月額とは、給料月額と毎月支払われる諸手当の合計です。

　　３　一般行政職とは、一般職員のうち、税務職、医師・歯科医師職、看護・保健職、福祉職、消防

　　　職、企業職、技能労務職等のいずれにも該当しない職員です。

高校卒

技能労務職
高校卒

中学卒 円 1級17号給

円 1級33号給

円 1級17号給

円 1級25号給

一般行政職

２年後の給料

円

円

147,900

182,200

154,900

147,900

139,900

円

円

初任給

165,900

157,400

円

1級25号給

1級 9号給

1級17号給

1級 9号給

195,500

円

－ 円

区分

一般行政職
大学卒

高校卒

経験年数10年 経験年数15年

252,740

－

人

％

67

－

－

円

円

円

円

一般行政職の級別職員数の状況

－ 円

注）技能労務職には、経験年数20年以下の職員がいません。

345,184 円

284,850 円

－ 円

円

261,700 円

－

区分

８級

人

注）那須塩原市の給与条例に基づく給料表の級区分

　による職員数です。

２級

３級 68 人 12.6

４級 主査

67 人 12.4 ％

困難な業務を分掌する主事、

准看護師、保育士、管理栄養士

主事、技師、保健師、看護師、

准看護師、保育士、管理栄養士

主任

技師、保健師、看護師、

１級

129

５級 140 人

６級

７級 9 人

9.4 ％

人 12.4 ％

職名 職員数 構成比

10 人 1.8 ％困難な職務を分掌する参事

25.9 ％

23.8 ％

参事

困難な業務を分掌する副参事

副参事

困難な業務を分掌する主幹

主幹

副主幹

1.7 ％

51

１級, 12.4% １級, 11.5% １級, 14.8%

２級, 12.4% ２級, 13.4% ２級, 9.9%

３級, 12.6% ３級, 12.1% ３級, 9.1%

４級, 23.8% ４級, 24.9% ４級, 32.4%

５級, 25.9% ５級, 24.9%
５級, 22.3%

６級, 9.4% ６級, 9.4% ６級, 8.7%
７級, 1.7% ７級, 1.7% ７級, 1.3%

８級, 1.8% ８級, 2.1% ８級, 1.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和3年 １年前（R2） ５年前（H28）

一般行政職の職員構成比
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（１）期末手当・勤勉手当の状況（令和3年4月1日現在）

（２）退職手当の状況（令和3年4月1日現在）

（３）調整手当の状況（令和3年4月1日現在）

調整手当の支給はありません。

（４）特殊勤務手当の状況

・手当の種類（手当数）（令和3年4月1日現在）　６　種類

特殊勤務手当一覧表（令和3年4月1日現在）

※令和２年度決算額

28.0395 月分 33.27075 月分

注）その他の加算措置として、応募認定退職の場合２％～45％の加算があります。

47.709 月分 47.709 月分

733 千円 20,005 千円

勤続25年

勤続35年

最高限度

１人当たり平均支給額 ※

※令和2年度支給実績から算出したものです。

39.7575 月分 47.709 月分

月分

・職制上の段階、職務の級等による加算措置……役職加算５％～20％

区分 自己都合

19.6695 月分 24.586875勤続20年

応募認定・定年

職員の手当の状況

月分

１２月期 1.275

加算措置の状況

時期 期末手当 勤勉手当

６月期 1.275 月分 0.92

月分 0.92 月分

合計 2.55 月分 1.84 月分

支給実績 ※

動産差押及び強制執行
業務手当

市税徴収に従事する職員 動産差押又は強制執行 日額   500円 23 千円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
左記職員に対
する支給単価

千円

行旅病人の収容作業 日額 1,000円 0 千円

感染症予防手当 保健業務従事職員
感染症予防若しくはまん延予
防のための消毒作業又は感染
症患者の療養指導

日額   500円 0

0 千円

不法投棄物の回収作業に従事
する職員

不法投棄物の回収作業 日額   500円 40

千円行旅死亡人の収容作業 １回 6,500円 169

千円

行旅死亡人等の収容作
業手当

福祉事務所に勤務する職員

ごみ収集作業手当

危険不快作業手当

非常災害業務手当
災害本部が設置された場合
に、災害現場において救護又
は復旧に従事する職員

災害現場における救護又は復
旧

市長が別に
定める額

0

千円

野犬猫、有害鳥獣等の捕獲又
は死体処理に従事する職員

野犬猫、有害鳥獣等の捕獲又
は死体処理

日額   500円 84 千円

夜間の除雪、災害予防作業等
に従事する職員

夜間における除雪、災害予防
作業等

日額   500円 0

千円

高所深所での不安定な作業に
従事する職員

高所深所での不安定な箇所で
の作業

日額   500円

区分

支給実績額

支給職員１人当たり平均支給年額

職員全体に占める手当支給職員の割合

令和２年度 令和元年度

316 千円 295 千円

6,196 円 5,175 円

6.4 ％ 7.2 ％
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（５）時間外及び休日勤務手当（令和２年度決算）

（６）その他の手当（令和3年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

※令和２年度決算額

特別職の報酬等一覧表（令和3年4月1日現在）

円

円

円

円

円

-

住居手当

通勤手当

宿日直手当 宿日直勤務　1回　4,400円 同じ 2,248

扶養手当

・配偶者　月額 6,500円
・子　月額 10,000円
・満16歳から満22歳の年度末
　までの子　月額 5,000円加算
・父母等　月額 6,500円
・職員に配偶者がいない場合は
　父母等のうち1人目 9,000円

同じ

休日の勤務
1時間当たり給料の135％

71,933 千円 244,669 円

手当名

異なる

国の制度と
異なる内容

国の制度と
の異同

内容及び支給単価 支給実績 ※
支給職員１人
当たり平均
支給年額 ※

49,757

貸家　月額28,000円以内

交通機関利用　運賃額
交通用具利用　通勤距離に応じ

同じ

通勤距離の
区分

管理職員が緊急に週休日又は休
日に勤務したとき
 参事　　　　　1回　8,000円
 副参事　　　　1回　6,000円
 主幹・副主幹　1回　4,000円

週休日等又は週休日等以外の深
夜に処理することを要すること
が明白な臨時又は緊急性のある
業務、その他の公務の運営の必
要がある勤務を行ったとき
 参事　　　　　1回　4,000円
 副参事　　　　1回　3,000円
 主幹・副主幹　1回　2,000円

寒冷地に勤務する職員
 世帯主扶養有り　月額17,800円
 世帯主扶養無し　月額10,200円
 上記以外　　　　月額 7,360円

83,462

486

休日勤務手当

管理職手当

管理職員
特別勤務手当

-

手当額

３．特別職の報酬等の状況

千円

251,669

72,957

5,964

583,652

15,677

41,533

千円

千円

千円

千円

千円

32,717

125寒冷地手当

同じ

異なる

同じ

部長
支所長等
参事
本庁の課長
支所の課長
副参事
施設長等

月額 76,000円
月額 68,000円
月額 62,000円
月額 58,000円
月額 52,000円
月額 46,000円
月額 40,000円

同じ

報酬　420,000

給料月額等

議員

給料　960,000

給料　755,000

報酬　510,000

報酬　450,000

区分

市長

副市長

議長

副議長

－

期末手当（支給割合）

3.35月分

3.35月分

3.35月分

3.35月分

3.35月分

退職手当（算定方式）

給料月額×100分の42×在職月数

給料月額×100分の25×在職月数

－

－

職員１人当たり平均支給年額

千円

千円

489

526

年度 支給実績

令和２年度決算額

令和元年度決算額

316,826

340,099

千円

千円
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（令和3年4月1日現在）

・勤務時間：７時間４５分勤務（午前８時３０分から午後５時１５分まで）

・休　　憩：正午から午後１時まで

（１）年次有給休暇取得状況（令和２年度）

・平均取得日数：12.4日

※一般職に属する職員（派遣職員、育児休業取得者等を除く）

（２）休暇の種類

（３）育児休業及び介護休暇の取得状況（令和２年度中に新たに取得したもの）

（１）分限処分（令和２年度）

（２）懲戒処分（令和２年度）

病気休暇
疾病・負傷で療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合
の休暇（期間は90日以内）

４．勤務時間の状況

勤務時間 休憩 勤務時間

8:30 12:00 13:00 17:15

５．休暇及び休業の状況

種類 内容

年次有給休暇
一年度につき20日間与えられる休暇（前年度からの繰り越しを含めて、一年度につき
40日間を限度）

特別休暇
結婚、出産、ボランティア、忌引、夏季休暇等、特別の事由により勤務しないことが
相当と認められる場合の休暇（期間は、それぞれ条例で定められた日数、期間）

介護休暇
配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに
支障がある者の介護のために勤務しないことが相当と認められる場合の休暇（期間
は、それぞれ条例で定められた日数、期間）

組合休暇
労働組合の業務又は活動に従事するために認められる休暇（期間は１年につき30日以
内）

種類 女性 男性

育児休業 16人 1人

介護休暇 0人 0人

６．職員の分限処分及び懲戒処分の状況

区分 降任 免職 休職

職員の執行上の義務違反や全体の奉仕者としてのふさわしくない非行があった場合、地方公務員法の規
定に基づき、職員に対し戒告、減給、停職および免職の処分を行うものです。

人数 0人 0人 19人

公務の能率の維持およびその適正な運営の確保の目的から、地方公務員法の規定に基づき、職員に対し
降任、免職及び休職の処分を行うものです。

区分 戒告 減給 停職 免職

人数 0人 0人 0人 0人
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令和２年度中の営利企業等従事の許可件数

令和２年度中の受講件数

受講件数

人

人

人

人

人

人

人

（１）職員の健康保持増進対策（令和２年度中の健康診断等受診者数）

人

人

人

人

件

人

（２）災害補償の実施の状況（令和２年度）

件数 1件 106件 107件

７．営利企業等の従事の状況

区分 消防団員 その他 計

８．職員の研修の実施状況

区分

那須地区広域行政事務組合による共同研修 125

栃木県市町村振興協会研修 102

日本経営協会研修 7

市町村アカデミー研修 5

市単独研修 157

令和２年度中に新たな苦情はありませんでした。

那須塩原市職員の苦情相談に関する要綱に基づいて相談がなされ、処理したものです。

９．職員の福祉及び利益の保護の状況

区分 対象者

定期健康診断 全職員（臨時職員含む）

10．勤務条件に関する措置の要求の状況

令和２年度中に新たな措置要求はありませんでした。

地方公務員法で職員は、給与、勤務時間、その他の勤務条件に関し、公平委員会に市から適当な措置が執ら
れるべきことを要求することができることになっています。

11．不利益処分に関する不服申し立ての状況

令和２年度中に新たな不服申し立てはありませんでした。

人間ドック

脳健診 全職員

地方公務員法で職員は、その意に反して不利益な処分を受けた場合、公平委員会に不服申し立て（審査請求
または異議申し立て）をすることができることになっています。

12．職員からの苦情処理の状況

30歳以上の職員

ＰＥＴ検査 30歳以上の職員

ストレスチェック 全職員

地方公務員災害補償基金に加入しており、令和２年度中８件が公務災害として認定されていま
す。

メンタルヘルスカウンセリング 全職員
新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため動画配
信により実施

1,034

健康講話 全職員

456

6

183

121

自治大学校 0

計 396

795

受診者数等
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○行政職給料表 令和3年4月1日現在

等級
等級別基準職務表に規定

する基準となる職務
人数 割合 職名 人数 備考 人数 割合

職制上の
段階

主事 81人 再任用職員1名を含む

技師 2人

保健師 3人

保育士 17人

主事 89人 再任用職員16名を含む

技師 9人

学芸員 1人

保健師 2人

保育士 10人

管理栄養士 1人

3級 主任の職務 101人 13.1% 主任 101人 再任用職員12名を含む

主査 179人
指導主事3名、指導主事兼
社会教育主事1名を含む

係長 20人

所長 1人 再任用職員

副主幹 27人
管理主事2名、指導主事6名
を含む

係長 73人

副園長 10人

副所長 1人

主幹 5人 再任用職員1名を含む

班長 1人

園長 10人

所長 2人 再任用職員1名を含む

館長 5人 再任用職員4名を含む

場長 3人

課長補佐 37人

室長補佐 2人

所長補佐 1人

局長補佐 2人

課長 36人

館長 13人

所長 2人

出張所長 1人

室長 1人

参事監 2人 再任用職員1名を含む

局長 1人

事務局長 2人

支所長 2人

会計管理者 1人

次長 1人

政策審議監 2人

副参事 1人

部長 8人

事務局長 1人

課長 1人

合計 770人 100.0% 770人 770人 100.0%

※企業会計に属する職員を除く

部長級・
参事級

8級
困難な職務を分掌する参事
の職務

10人 1.3%

7級
1　困難な職務を分掌する
　副参事の職務
2　参事の職務

10人 1.3%

20人 2.6%

課長補佐級

6級
1　困難な職務を分掌する
　主幹の職務
2　副参事の職務

55人 7.1% 55人 7.1% 課長級

26.0% 係長級

5級
1　副主幹の職務
2　主幹の職務

179人 23.2%

111人 14.4% 係長級

68人

4級 主査の職務 200人 26.0% 200人

8.8%

13．等級及び職制上の段階ごとの職員数

係員級

2級

1　困難な業務を分掌する
　主事又は技師の職務
2　困難な業務を分掌する
　保健師、看護師、准看護
　師、保育士又は管理栄養
　士の職務

112人 14.6%

1級

1　主事又は技師の職務
2　保健師、看護師、准看護
　師、保育士又は管理栄養
　士の職務

103人 13.4%

316人 41.1%
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（１）会計年度任用職員（フルタイム）の職員数の状況（令和3年4月1日現在）

（２）職員給与費の状況（令和３年度一般会計当初予算）

14．会計年度任用職員（フルタイム）に関する状況

介護認定調査員

学習支援教師

１人当たりの給与額（Ｂ÷Ａ） 2,666 千円

給料（１） 333,533 千円

区分

寮父母

学芸職員

保育士

保健師

教育指導員

用務員

事務補助

合計

1人

27人

調理員 7人

人数

2人

1人

100人

教育相談員

1人

7人

9人

6人

1人

職員手当（２） 87,755 千円

162人

区分 会計年度任用職員（フルタイム）

職員数（Ａ） 158 人

注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　２　給与費は当初予算に計上された額です。

　　３　会計年度任用職員の職員手当には期末手当を含みます。

給与費（Ｂ＝１＋２） 421,288 千円
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